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株式所有状況報告書
文書番号 令和 年 月 日

殿

（報告者）

下記のとおり、国家公務員法第１０３条第３項及び人事院規則１４－２１第２条第１

項の規定により、株式所有の状況について報告します。

１ 報告者

氏名（ふりがな） （ ）

所属

官職

職務内容

２ 所有する株式に係る会社

名 称

本店の所在地

事業内容

３ 所有する会社の株式

所有する株式の数

取得原因

取得時期

４ 所有比率

会社の発行済株式の総数

総数に占める所有する株式の数の割合



５ 議決権の状況

６ 役員兼業の状

況

７ その他参考と

なる事項

（注） ⑴ １の「職務内容」の欄には、２の欄に記載される会社に対し行政上の権限の

行使に携わることを職務内容とする場合又は在職機関と当該会社との間の契約

の締結若しくは履行に携わることを職務内容とする場合は、その旨及び権限又

は契約の具体的な内容を職務内容に併せて記載するものとする。

⑵ ２の「事業内容」の欄には、２の欄に記載される会社に対し行政上の権限の

行使に携わることを職務内容とする場合又は在職機関と当該会社との間の契約

の締結若しくは履行に携わることを職務内容とする場合は、事業内容を記載し

た上で、当該職務内容に対応する事業内容を括弧書等で明示するものとする。

⑶ ３の「所有する株式の数」の欄には、所有する株式に共有に属するものが含

まれている場合は、共有に属する株式の数に共有部分の割合を乗じたものと共

有に属さない株式の数とを合算したもの並びに共有に属する株式の数及び共有

持分の割合を記載するものとする。

⑷ ３の「取得原因」の欄には、購入、払込み、相続、遺贈等の別を記載すると

ともに 払込み以外の場合は直前の所有者の氏名及び当該者と職員との関係 有、 （

価証券市場で購入した場合にあっては、その旨）を記載するものとする。

⑸ ５の「議決権の状況」の欄には、所有する株式に、議決権のない株式が含ま

れている場合には議決権のない株式の数を、議決権の行使について別段の定め

がなされた株式が含まれている場合には当該株式の数及び当該定めの内容を記

載するものとする。なお、議決権のない株式に議決権のある株式に転換する可

能性のある株式が含まれている場合は、当該株式の数並びに転換の条件及び転

換請求可能期間を併せて記載するものとする。

⑹ ６の「役員兼業の状況」の欄には、２の欄に記載される会社が人事院規則１

４－１７第２条第２項に規定する技術移転事業者又は人事院規則１４－１８第

２条第２項に規定する研究成果活用企業である場合であって、職員が人事院規

則１４－１７第４条第１項又は人事院規則１４－１８第４条第１項の規定によ

りその役員等の職を兼ねることについて承認されているときは、根拠規定及び

承認に付されている期限を記載するものとする。

⑺ ７の「その他参考となる事項」の欄には、職務遂行上適当でないこととはな

らないと思料される状況等がある場合に、当該状況等を記載するものとする。

⑻ 各欄に記入しきれない場合には、別の用紙に記載して添付するものとする。


